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“給特法見直し”の選択肢
菱村 幸彦

さる10月１日、公立学校教員が提訴した時間外勤

務手当支払い請求訴訟について、さいたま地方裁判

所が出した判決が話題となっている。

判決は、給特法（注）を根拠に教員の時間外勤務

手当支払い請求を棄却したが、判決末尾で「給料月

額４％の割合による教職調整額の支給を定めた給

特法は、もはや教育現場の実情に適合していないの

ではないか」と疑問を呈し、「勤務時間の管理システ

ムの整備や給特法を含めた給与体系の見直しなど

を早急に進め、教育現場の勤務環境の改善が図ら

れることを切に望む」と異例の要請を付記した。

この要請がメディアでクローズアップされている。

教職調整額の引き上げなど

ほとんどの教師は、この裁判所の見解に賛成だろ

う。教師以外でも、給特法の見直しなしに教員の勤

務問題の改革はない、と考える人は少なくない。そこ

で、給特法の見直しとして、どのような選択肢があり

得るかを考えてみたい。

選択肢としては、次の３つが考えられる。

第１は、教職調整額の見直しである。まず考えら

れるのは、教職調整額の増額だ。教職調整額に要す

る国の負担金は給与額４％で約500億円というから、

仮に倍の８％に引き上げれば1,000億円を要する。し

かし、これでも時間外勤務の実態はカバーできない。

それに教職調整額は、勤務実態に関係なく均一に支

給されるから、時間外勤務の多い教員を報いること

にはならない。

次に、教職調整額の支給率に差を付けることが考

えられる。平成20年に文部科学省はこの改善策を検

討したが、内閣法制局から「教職調整額は勤務全体

を対象として支給される性格上、法律的に困難」と待

ったをかけられた経緯がある。

もう一つ、教職調整額はそのままとし、勤務の実態

に応じて特別手当を支給する方策も考えられる。現

在、土日曜に４時間の部活動指導を行った場合、部

活動手当が支給されている。この措置を拡充して、

時間外に一定業務に従事した教員に特別手当を支

給する方法があり得る。しかし、この方法では特定の

業務しかカバーできない。

第２は、代替休暇の措置である。一部の自治体

で、教育委員会と教職員組合の取り決めで時間外勤

務相当分の有給の代休を認める慣行が行われてい

たが、裁判所はこうした代休措置は給特法や条例の

趣旨に反し適切でないと判示している（平成６年８月

30日横浜地裁判決）。時間外勤務に代休措置を正式

に認めるには、新たな法的整備が必要となる。文科

省は、令和元年に給特法を改正して、1年単位の変

形労働時間制を導入した。これもその一つと言える。

教職調整額制度の廃止か

第３は、教職調整額制度の廃止である。教職調整

額制度を廃止して、労働基準法37条で定める時間外

手当を支払う方策である。平成20年に文科省の教職

調整額の見直し等に関する検討会議の「審議のまと

め」で、「教職調整額制度に代えて時間外勤務手当

制度を導入することは一つの有効な方策である」と

指摘している。

しかし、平成28年の教員勤務実態調査で明らかに

なった残業時間を反映させるためには、時間外勤務

手当の予算として、国庫負担金で3,000億円、地方負

担分も含めると9,000億円が必要といわれている。教

職調整額制度の廃止が現実的な選択肢となり得る

ためには、財源問題をクリアしなければならない。

いずれにしても、給特法の見直しには、改めて教

員の勤務状況の実態調査を行う必要があろう。

(注)公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関す

る特別措置法

（ひしむら・ゆきひこ＝国立教育政策研究所名誉所員）
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